
（単位：円）

資産の部 負債の部

Ⅰ 流動資産 Ⅰ 流動負債

現金及び預金 1,818,993,468 預り補助金等 18,558,633

有価証券 2,900,211,780 未払給付金 193,220,163

前払費用 29,900 未払金 92,805,759

未収金 819,445 預り金 3,379,447

未収収益 44,670,646 リース債務 6,619,442
　

その他の流動資産 391,642 引当金

賞与引当金 13,087,779 13,087,779

流動資産合計 4,765,116,881

流動負債合計 327,671,223

Ⅱ 固定資産 Ⅱ 固定負債

有形固定資産 資産見返負債

工具器具備品 80,569,640 資産見返補助金等 285,000 285,000

減価償却累計額 △ 73,486,145 7,083,495 引当金

有形固定資産合計 7,083,495 退職給付引当金 72,201,232 72,201,232

責任準備金 17,934,317,367

無形固定資産

固定負債合計 18,006,803,599

ソフトウェア 107,455,348

負債合計 18,334,474,822

電話加入権 286,000

純資産の部

無形固定資産合計 107,741,348

Ⅰ 利益剰余金

前中期目標期間繰越積立金 4,372,793,625

投資その他の資産

積立金 6,966,362,280

26,456,736,057

当期未処分利益 1,663,047,054

投資その他の資産合計 26,456,736,057

（うち当期総利益） (1,663,047,054)

固定資産合計 26,571,560,900 利益剰余金合計 13,002,202,959

純資産合計 13,002,202,959

科　　　　　目 金　　　　　額

投資有価証券

貸借対照表（副作用救済勘定）

（平成２６年３月３１日現在）

科　　　　　目 金　　　　　額

負債・純資産合計 31,336,677,781資産合計 31,336,677,781



（単位：円）

経常費用

副作用救済給付金 1,959,184,025

保健福祉事業費 28,418,655

その他業務費

人件費 183,741,772

減価償却費 61,688,372

退職給付費用 9,614,516

賞与引当金繰入 6,552,971

不動産賃借料 33,643,380

その他経費 277,714,700 572,955,711

一般管理費

人件費 35,955,708

減価償却費 23,508

賞与引当金繰入 1,284,952

不動産賃借料 7,834,764

その他経費 35,872,142 80,971,074

財務費用

支払利息 272,581

雑損 1,397,400

経常費用合計 2,643,199,446

経常収益

拠出金収入 3,595,979,900

補助金等収益 134,549,565

責任準備金戻入 184,291,409

財務収益

受取利息 10,047,946

有価証券利息 372,042,259 382,090,205

雑益 9,335,421

経常収益合計 4,306,246,500

経常利益 1,663,047,054

当期純利益 1,663,047,054

当期総利益 1,663,047,054

科　　　　　　　目 金　　　　　　　額

損益計算書（副作用救済勘定）
（自　平成２５年４月１日　至　平成２６年３月３１日）



(単位：円)

金　　　　　　　額

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー

副作用救済給付金支出 △ 1,957,206,412

保健福祉事業費支出 △ 28,513,006

人件費支出 △ 225,309,858

補助金等の精算による返還金の支出 △ 25,778,437

その他の業務支出 △ 341,379,954

補助金等収入 145,291,000

拠出金収入 3,595,980,900

その他の収入 13,006,692

小計 1,176,090,925

利息の支払額 △ 272,581

利息の受取額 396,841,033

　　業務活動によるキャッシュ・フロー 1,572,659,377

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

長期財政融資資金預託金の払戻による収入 1,000,000,000

投資有価証券の取得による支出 △ 3,936,669,000

投資有価証券の満期償還による収入 1,200,000,000

無形固定資産の取得による支出 △ 73,365,600

　　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 1,810,034,600

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △ 15,404,591

　　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 15,404,591

Ⅳ　資金増加額 △ 252,779,814

Ⅴ　資金期首残高 2,071,773,282

Ⅵ　資金期末残高 1,818,993,468

科　　　　　　　目

キャッシュ・フロー計算書（副作用救済勘定）
（自　平成２５年４月１日　至　平成２６年３月３１日）



Ⅰ　当期未処分利益
　　　　当期総利益

Ⅱ　積立金振替額
　　　　前中期目標期間繰越積立金

Ⅲ　利益処分額
　　　　積立金

利益の処分に関する書類
（副作用救済勘定）

1,663,047,054
1,663,047,054

（単位：円）
項　　　　　　目 金　　　　　　　額

6,035,840,679

4,372,793,625
4,372,793,625



（単位：円）

Ⅰ　業務費用
(1) 損益計算書上の費用

副作用救済給付金 1,959,184,025
保健福祉事業費 28,418,655
その他業務費 572,955,711
一般管理費 80,971,074
財務費用 272,581
雑損 1,397,400 2,643,199,446

(2) （控除）自己収入等
拠出金収入 △ 3,595,979,900
責任準備金戻入 △ 184,291,409
財務収益 △ 382,090,205
雑益 △ 9,335,421 △ 4,171,696,935
業務費用合計 △ 1,528,497,489

Ⅱ　引当外賞与見積額 2,009,144

Ⅲ　引当外退職給付増加見積額 8,610,100

Ⅳ　行政サービス実施コスト △ 1,517,878,245

金　　　額科　　　目

（自 平成２５年４月１日　至 平成２６年３月３１日）

行政サービス実施コスト計算書（副作用救済勘定）



副作用救済勘定 

 

注 記 

 

Ⅰ．重要な会計方針 

 

 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

満期保有目的債券 

償却原価法(定額法)によっております。 

  

２．減価償却の会計処理方法 

(1)  有形固定資産 

① リース資産以外の有形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。 

工具器具備品  2年～14年 

 

② リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法を採用しております。 

 

(2)  無形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間(5 年)に基

づいております。 

 

３．賞与に係る引当金及び見積額の計上基準 

役職員等の翌期賞与支給見込額のうち当期発生分を計上しております。 

ただし、当該支給見込額のうち、国庫補助金により財源措置がなされる分については、引

当金を計上しておりません。 

 

４．退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準 

役職員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計

上しております。数理計算上の差異は、発生の翌事業年度に一括償却することとしておりま

す。 

 

５．責任準備金の計上基準 

将来の救済給付金の支払に備えるため、独立行政法人医薬品医療機器総合機構法(平成 14

年法律第 192号)第 30 条の規定により、業務方法書で定めるところによる金額を計上してお

ります。 

 



副作用救済勘定 

 

６．リース取引の処理方法 

リース料総額が 300万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に

係る方法に準じた会計処理によっております。 

リース料総額が 300万円未満のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

７．消費税等の会計処理 

税込方式によっております。 

 

 

Ⅱ．注記事項  

 

１．貸借対照表注記 

(1)  金融商品の時価等に関する注記 

① 金融商品の状況に関する事項 

預金は、決済用預金としております。 

また、資金運用については、長期性預金及び公社債等に限定しており、投資有価証券

は独立行政法人通則法第 47 条の規定等に基づき、公債、財投機関債及び A 格以上の社

債のみを保有しており、株式等は保有しておりません。 

 

② 金融商品の時価等に関する事項 

決算日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりで

あります。 

（単位：円） 

区    分 
貸借対照表 

計 上 額 

決算日における

時     価 
差  額 

ア．現金及び預金 1,818,993,468 1,818,993,468 0 

イ．有価証券及び投資有価証券 29,356,947,837 30,251,970,000 895,022,163 

 

（注）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券等に関する事項 

ア．現金及び預金  

時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。 

 

イ．有価証券及び投資有価証券 

これらの時価は、取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格によってお

ります。 

また、有価証券に関する注記事項は以下のとおりであります。 

  



副作用救済勘定 

 

 

1) 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

（単位：円） 

区    分 
貸借対照表 

計 上 額 

決算日における

時     価 
差    額 

時価が貸借対照表計

上額を超えるもの 
25,768,280,070 26,699,500,000 931,219,930 

時価が貸借対照表計

上額を超えないもの 
3,588,667,767 3,552,470,000 △36,197,767 

合    計 29,356,947,837 30,251,970,000 895,022,163 

 

2) 満期保有目的の債券の決算日後における償還予定額 

（単位：円） 

区  分 1 年以内 1年超 5年以内 
5 年 超 

10 年以内 
10年超 

国債 0 2,100,000,000 7,200,000,000 0 

政府保証債 0 2,200,000,000 7,800,000,000 0 

地方債 1,000,000,000 1,900,000,000 0 0 

事業債 100,000,000 1,800,000,000 0 0 

財投機関債 0 3,300,000,000 0 0 

特殊債 1,800,000,000 0 0 0 

合  計 2,900,000,000 11,300,000,000 15,000,000,000 0 

 

 

(2)  引当外賞与見積額 

国庫補助金から充当されるべき賞与の見積額    7,837,922 円 

 

２．損益計算書注記 

(1)  保健福祉事業費は、障害者のための一般施策では必ずしも支援が十分ではないと考えられ

る重篤かつ希少な医薬品副作用被害を受けた制度対象者の QOL（Quality of Life）向上のため

の調査研究事業のために要した費用であり、調査協力謝金等で構成されております。 

 

(2)  拠出金収入は、救済業務を行うための財源として、医薬品の製造販売業者から納付される

収入であります。 

 

３．キャッシュ・フロー計算書注記 

  資金期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金    1,818,993,468 円 

資金期末残高    1,818,993,468 円 

 

４．行政サービス実施コスト計算書注記 

引当外退職給付増加見積額は、国からの出向役職員にかかるものであります。 



副作用救済勘定 

 

 

５．資産除去債務注記 

当機構は、不動産賃借契約に基づき、事務所退去時における原状回復に係る債務を有して

おりますが、当該債務に関連する賃借資産の実質的な使用期間は明確ではありません。 

従って、当該債務の履行時期を予測することは困難であり、資産除去債務を合理的に見積

もることができません。そのため、当該債務に見合う資産除去債務を計上しておりません。 

 

６．退職給付引当金注記 

(1)  採用している退職給付制度の概要 

当機構は確定給付型の制度として、退職一時金制度を設けております。 

 

(2)  退職給付債務に関する事項 

（単位：円） 

区    分 平成 26年 3月 31日現在 

①  退職給付債務 70,774,273 

②  未認識数理計算上の差異 1,426,959 

③  退職給付引当金（①+②） 72,201,232 

 

 (3)  退職給付費用に関する事項 

（単位：円） 

区    分 
平成 25年 4月 1日 

～26年 3月 31日 

① 勤務費用 5,223,697 

② 利息費用 292,815 

③ 数理計算上の差異の費用処理額 4,098,004 

④ 退職給付費用（①+②+③） 9,614,516 

 

(4)  退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

区    分 平成 26年 3月 31日現在 

割引率 1.1％ 

退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 

数理計算上の差異の処理年数 １年 

数理計算上の差異は、発生の

翌事業年度に一括償却する

こととしております。 

 

 

 

 

 

 



副作用救済勘定 

 

Ⅲ．重要な債務負担行為 

該当事項はありません。 

 

Ⅳ．重要な後発事象 

該当事項はありません。 
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